
脆弱性骨折全例への
骨折リエゾンサービスを実現

　西宮協立脳神経外科病院整形外科は四肢、脊椎を中心と
する運動器疾患全般を診療し、得意分野である骨折治療は
大腿骨近位部骨折だけで年間200例以上の手術実績がある。
瀧川直秀副院長は、「早くから麻酔科や看護師などとの院内
連携を強化し、大腿骨近位部、橈骨、上腕骨などの骨折を可能な
限り早期に手術する体制を築いています」と話す。
　2015年6月から“骨リボン（Re・Bone）運動”と名付けた多職種
による骨粗鬆症リエゾンサービスⓇを展開し、年間約400例の
脆弱性骨折（大腿骨近位部、橈骨、上腕骨、脊椎）に介入して
二次性骨折予防を図る骨折リエゾンサービス（FLS）と、外来
でスクリーニングしたハイリスク患者の初発骨折予防を実施
している。
　骨リボン運動開始から数カ月間は介入漏れの例も少なく
なかったが、医療秘書（医師事務作業補助者）が参加したこと
で状況は一変し、脆弱性骨折全例への介入が実現した。
　医療秘書課の奥村幸係長は、「主業務である外来
の補助、病棟の書類作成、退院時サマリー作成
以外にも、医師が実現したいと願う仕事を手伝い
たいと考えていました」と当時の思いを語る。
　西宮市では大腿骨近位部骨折で地域連携パスが
運用され、市内の急性期病院と回復期病院が参加する
地域連携パス会議が開催されているが、瀧川副院長は
同会議で自院のFLS活動を紹介し、回復期病院へ骨粗
鬆症治療継続への協力を求めた。骨リボン運動チーム
の医療ソーシャルワーカーが連絡役を務めて医療連携
を強化したことで、回復期病院での骨粗鬆症治療
継続率が90％近くに高まるなど、大きな成果を挙げた。

大腿骨近位部骨折では
入院時からかかりつけ医を把握

　一方で、回復期病院退院後の二次性骨折予防の
診療継続には課題が残った。
「当院外来で診療継続する場合は患者さんを電話
でフォローアップしていますが、地域のかかりつけ
医に逆紹介した場合の医療連携強化とフォローアップ
の仕組みづくりが課題でした」と瀧川副院長は語る。
年間200例を超える大腿骨近位部骨折の全例を同院
外来で診療し続けることは不可能だ。同時に、
「維持期医療機関の選定は回復期病院にお任せ
していたのですが、回復期病院には地域の診療所の
骨粗鬆症診療の情報が少なく、適切に決めることが
できない場合が多くありました」（瀧川副院長）という

問題点も浮かび上がった。
　悩んでいた時期に、22年4月の診療報酬改定で二次性骨折
予防継続管理料が新設されることが決定した。瀧川副院長
はこれを医療連携強化の機会と捉え、西宮市内の開業医を
対象に同管理料の説明会を5回開催。うち3回はリモート開催で、
各回の開催曜日を変えてできる限り多数の医療機関が参加で
きるようにした。同説明会で面談を重ねたことで、整形外科だけ
でなく内科のかかりつけ医とも顔の見える関係を築くことが
できたという。その後もかかりつけ医や介護施設を対象とした
研究会を開催し、地域医療連携への協力を呼び掛けている。
　同時に、二次性骨折予防継続管理料の算定を考慮して、
院内FLSの仕組みをつくり変えた。ポイントは、維持期の
骨粗鬆症診療を行う医療機関を同院で決めて逆紹介する
ようにしたことであり、その実務で重要な役割を担うのが
医療秘書である。
　新しいFLSの仕組みでは、次のフローで逆紹介先を決定する。
①大腿骨近位部骨折患者の入院時に救急担当医が骨折治療
の同意書と共にFLSの同意書（図1）を取得するが、同意書に

「かかりつけ医、もしくは希望される開業医」の記入欄を新設。
入院当日から逆紹介先を把握する。
②入院翌日に医療秘書がFLS同意書から必要事項を電子
カルテに入力して情報を共有する。
③週に1回、瀧川副院長と奥村係長がFLS対象患者のデータ
を電子カルテ上でチェックする“カルテ回診”と呼ぶ管理業務
を実施。逆紹介先が未定の対象患者はこの場で決定する。

“退院後のかかりつけ医MAP”
などを基に逆紹介先を決定する

　逆紹介先を決定する際に欠かせないのが、“退院後のかかり
つけ医MAP”（図2）だ。西宮市を中心に大腿骨近位部骨折の
地域連携パス会議（西宮整形外科地域連携会）に登録して
いる診療所が地図上に色分けしてプロットされている。内訳
（2024年11月時点）は、二次性骨折予防継続管理料（3）の
届出受理医療機関が76施設、申請中・申請予定の医療機関
が5施設、届出予定はないが二次性骨折予防対象患者を引き
受けられる医療機関が7施設である。近畿厚生労働局の届出
情報が更新される度に、奥村係長が追加入力している。また、
奥村係長が情報収集して作成した“DXA可能施設リスト”も
参考にする。逆紹介先で定期的なDXA検査が可能であるか
どうかで医療連携の形が変わってくるからだ。
　医療連携のフローは
次のとおり。
・主治医に書面と口頭で
逆紹介先候補を報告する
とともに、医療ソーシャル
ワーカーが逆紹介先に受け
入れの可否を確認する。
・患者さんが希望する診療
所が退院後のかかりつけ医
MAPに未掲載の場合は、
瀧川副院長の名前で二次
性骨折予防継続管理料
（3）の届出と地域連携パス
への参加を呼び掛ける
手紙を送る。手紙は相手先
の診療料ごとに文面を少し
ずつ変えて作成し、同管理料
（3）届出用紙を同封する
など、かかりつけ医が同
管理料（3）の届出に踏み
切れるよう後押しする
内容となっている。
・患者さんに回復期病院

退院後に当該診療所を受診するように伝え、書面でも渡す。
同時に回復期病院に医療ソーシャルワーカーから逆紹介先を
連絡する。
・急性期病院退院時に、逆紹介先医療機関に診療情報提供書
をファクスする。
「若い医師は地域の医療機関との医療連携にまでなかなか
思いが及ばないので、システマティックに二次性骨折予防が
かかりつけ医まで最低限の手間でつながる仕組みが不可欠
でした」と瀧川副院長は説明する。逆紹介時には診療情報
提供書で治療内容を伝えるが、その後の治療はかかりつけ医
に一任し、半年後の西宮協立脳神経外科病院での検査で
状態が悪化しているような場合だけ見直しを行う。

大腿骨近位部骨折の約6割をかかりつけ医に逆紹介

　瀧川副院長は、かかりつけ医が二次性骨折予防継続管理料
（3）を算定できるようにきめ細かい事務的なサポートを実施
した。例えば、同管理料の届出申請書類と記入例、同院の二次性
骨折予防地域医療連携を説明する書類を連携先の診療科別
に用意して送付し、奥村係長が電話でさまざまな問い合わせに
対応した。「問い合わせでは『届出申請書の送付先が分から
ない』といった基本的な事柄への質問も多く、「お渡しする
書類の中に送付先を明記した紙を入れるなど工夫を重ねました」

と奥村係長はその一例を披露する。
　同院の地域医療連携では、かかりつけ医からの情報フィード
バックにICTツールを用いていることも特徴だ。一般社団法人 
兵庫県医師会が導入したICT情報連携ツールを活用して、
逆紹介から4カ月後、1年後の、①生存状態、②ADL（独歩、
杖歩行、伝い歩き、車いす、寝たきり）、③住居、④薬物治療の
4項目をかかりつけ医に入力してもらう。症例登録が進めば、
二次性骨折予防の治療効果を地域レベルで示すエビデンス
構築にも寄与すると期待される。

地域医療連携で重要なのは
病院医師とかかりつけ医の対話

　西宮協立脳神経外科病院と医療連携する施設の一つが、
07年に開業したおおの整形外科・リウマチ科だ。大野博史院長の
勤務医時代の専門は手の外科と関節リウマチであり、「当院の
患者さんの8割以上が65歳以上であることから、骨粗鬆症診療
に力を入れてきました」と話す。治療中の骨粗鬆症患者は
約300人で、そのうち半数が関節リウマチにも罹患しているという。
　西宮協立脳神経外科病院とは以前から医療連携を取って
いたが、22年度からは二次性骨折予防継続管理料（3）の算定
を前提とした医療連携を行うようになった。同管理料（3）は
病院側からの情報提供が不十分であると算定できないが、
「全ての医師が算定に必要な情報を漏れなく送ってくれる
ところまでは至っていませんが、西宮協立脳神経外科病院は
問い合わせをすれば迅速に答えてくれます。電話に出た職員が
誰であっても担当者からすぐに回答がありますので、病院全体
で取り組んでいることを感じます」と大野院長は述べるとともに、
地域の課題について、「骨粗鬆症の逐次療法はかかりつけ医
にも認識されてきたと思いますが、患者さんの理解が進んで
いません。患者啓発と地域としてのエビデンスを示すことが
課題です」と指摘する。

　西宮市東部に位置する林医院は、基幹病院の糖尿病専門医
として活躍した林功院長が14年に継承した診療所だ。内科
疾患を幅広く診療しているが、中でも医師、看護師、管理栄養士
など7職種からなる多職種チームによる糖尿病療養指導を特色
としている。患者さんの多くが高齢者だが、「骨粗鬆症の診断
と薬物治療開始はガイドラインに従って慎重に行っています」
と林院長は述べる。骨粗鬆症と診断した症例では治療開始時
のSDM（Shared Decision Making；共同意思決定）を徹底
し、糖尿病療養指導で培ったチーム医療で患者支援を行う
ことで治療意欲を高めている。
　数年前からは、西宮協立脳神経外科病院から維持期の
大腿骨近位部骨折患者の逆紹介を受けるようになり、二次性
骨折予防継続管理料（3）の届出も行った。最近では1～2カ月
に1件程度の頻度で二次性骨折予防の逆紹介があるという。
林院長は糖尿病の地域連携パス作成に関わった経験から、
「地域連携パスを患者さんの利益につなげるには、適正な患者
選択や患者さんに合わせた受診間隔など柔軟な運用が大切
だと思います」と指摘し、「西宮協立脳神経外科病院の地域
連携パス運用は逆紹介後の治療はかかりつけ医に任せるとの
ことなので好感が持てました」と続ける。
　さらに林院長は、「地域医療連携を円滑化するには、病院
医師とかかりつけ医が対面で十分にディスカッションできる場
を設けることも重要だと思います。医療連携を主導する医師の
情熱が伝われば、かかりつけ医も積極的に協力するでしょう」
と提言する。
　一方、22年度から新たな二次性骨折予防の地域医療連携
をスタートして1年半が経過した瀧川副院長は、「大腿骨近位部
骨折の治療後、自宅に戻った患者さんの約6割をかかりつけ医
で診療継続していただけるようになりました」と成果を語る。
また、現時点での課題として、ICT情報連携ツールを用いた
データの回収率を高めることがあると指摘し、引き続き活動
の質を高めていく構えだ。
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急性期病院から維持期医療機関へつなぐ
二次性骨折予防の地域医療連携モデル
社会医療法人甲友会 西宮協立脳神経外科病院は、2015年から展開してきた骨粗鬆症
による二次性骨折予防活動を22年にブラッシュアップし、地域の診療所で骨粗鬆症
診療を継続するための組織的な活動を推進している。同院のある兵庫県西宮市では
24年11月に二次性骨折予防継続管理料（3）の届出済み施設数が88施設に達するなど、
その取り組みは地域医療に貢献している。

“ 連 携 ”の 今 を 見 据 え て 、 明 日 の 医 療 を 考 える

地域包括新時代
二次性骨折予防シリーズ連携

社会医療法人甲友会 西宮協立脳神経外科病院（兵庫県西宮市）
おおの整形外科・リウマチ科（兵庫県西宮市）
林医院（兵庫県西宮市）

地域医療連携・取り組みのポイント

西宮協立脳神経外科病院は回復期病院、診療所と医療連携して大腿骨近位部の二次性骨折予防に
取り組む組織的な活動を開始した。1

かかりつけ医との医療連携を強化するとともに入院時から情報を収集し、“退院後のかかりつけ医
MAP”などを活用して逆紹介している。2

診療所の二次性骨折予防継続管理料（3）の届出を後押しするため、届出申請や算定のための情報提供
などの支援を強化した。3

西宮協立脳神経外科病院を中心とした二次性骨折予防の地域医療連携

（瀧川直秀副院長監修のもと、アステラス製薬株式会社作成）

兵庫県西宮市
人口増減率（2022～2023年）：－0.42％
高齢化率（65歳以上・2024年）：24.6％

カルテ回診
＊退院先検討

定期的なフォローアップ

✓退院後のかかりつけ医
MAP作成
✓改変FLS同意書の運用
（かかりつけ医欄作成）
✓カルテフォーマットへの
かかりつけ医入力
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西宮市

兵庫県

医療秘書代行作成による
診療情報提供書をFAX
※二次性骨折予防継続管理料３
未届の場合、届出打診
・診療科別依頼文書
・管理料説明文書
・同届出書類
・送付先等提供
・届出打診後のフォロー
・ICTツール利用の提案

医療ソーシャルワーカーが
回復期へ連絡票を送付
（維持期受け入れ先情報共有）



2 2024 vol.22

脆弱性骨折全例への
骨折リエゾンサービスを実現

　西宮協立脳神経外科病院整形外科は四肢、脊椎を中心と
する運動器疾患全般を診療し、得意分野である骨折治療は
大腿骨近位部骨折だけで年間200例以上の手術実績がある。
瀧川直秀副院長は、「早くから麻酔科や看護師などとの院内
連携を強化し、大腿骨近位部、橈骨、上腕骨などの骨折を可能な
限り早期に手術する体制を築いています」と話す。
　2015年6月から“骨リボン（Re・Bone）運動”と名付けた多職種
による骨粗鬆症リエゾンサービスⓇを展開し、年間約400例の
脆弱性骨折（大腿骨近位部、橈骨、上腕骨、脊椎）に介入して
二次性骨折予防を図る骨折リエゾンサービス（FLS）と、外来
でスクリーニングしたハイリスク患者の初発骨折予防を実施
している。
　骨リボン運動開始から数カ月間は介入漏れの例も少なく
なかったが、医療秘書（医師事務作業補助者）が参加したこと
で状況は一変し、脆弱性骨折全例への介入が実現した。
　医療秘書課の奥村幸係長は、「主業務である外来
の補助、病棟の書類作成、退院時サマリー作成
以外にも、医師が実現したいと願う仕事を手伝い
たいと考えていました」と当時の思いを語る。
　西宮市では大腿骨近位部骨折で地域連携パスが
運用され、市内の急性期病院と回復期病院が参加する
地域連携パス会議が開催されているが、瀧川副院長は
同会議で自院のFLS活動を紹介し、回復期病院へ骨粗
鬆症治療継続への協力を求めた。骨リボン運動チーム
の医療ソーシャルワーカーが連絡役を務めて医療連携
を強化したことで、回復期病院での骨粗鬆症治療
継続率が90％近くに高まるなど、大きな成果を挙げた。

大腿骨近位部骨折では
入院時からかかりつけ医を把握

　一方で、回復期病院退院後の二次性骨折予防の
診療継続には課題が残った。
「当院外来で診療継続する場合は患者さんを電話
でフォローアップしていますが、地域のかかりつけ
医に逆紹介した場合の医療連携強化とフォローアップ
の仕組みづくりが課題でした」と瀧川副院長は語る。
年間200例を超える大腿骨近位部骨折の全例を同院
外来で診療し続けることは不可能だ。同時に、
「維持期医療機関の選定は回復期病院にお任せ
していたのですが、回復期病院には地域の診療所の
骨粗鬆症診療の情報が少なく、適切に決めることが
できない場合が多くありました」（瀧川副院長）という

問題点も浮かび上がった。
　悩んでいた時期に、22年4月の診療報酬改定で二次性骨折
予防継続管理料が新設されることが決定した。瀧川副院長
はこれを医療連携強化の機会と捉え、西宮市内の開業医を
対象に同管理料の説明会を5回開催。うち3回はリモート開催で、
各回の開催曜日を変えてできる限り多数の医療機関が参加で
きるようにした。同説明会で面談を重ねたことで、整形外科だけ
でなく内科のかかりつけ医とも顔の見える関係を築くことが
できたという。その後もかかりつけ医や介護施設を対象とした
研究会を開催し、地域医療連携への協力を呼び掛けている。
　同時に、二次性骨折予防継続管理料の算定を考慮して、
院内FLSの仕組みをつくり変えた。ポイントは、維持期の
骨粗鬆症診療を行う医療機関を同院で決めて逆紹介する
ようにしたことであり、その実務で重要な役割を担うのが
医療秘書である。
　新しいFLSの仕組みでは、次のフローで逆紹介先を決定する。
①大腿骨近位部骨折患者の入院時に救急担当医が骨折治療
の同意書と共にFLSの同意書（図1）を取得するが、同意書に

「かかりつけ医、もしくは希望される開業医」の記入欄を新設。
入院当日から逆紹介先を把握する。
②入院翌日に医療秘書がFLS同意書から必要事項を電子
カルテに入力して情報を共有する。
③週に1回、瀧川副院長と奥村係長がFLS対象患者のデータ
を電子カルテ上でチェックする“カルテ回診”と呼ぶ管理業務
を実施。逆紹介先が未定の対象患者はこの場で決定する。

“退院後のかかりつけ医MAP”
などを基に逆紹介先を決定する

　逆紹介先を決定する際に欠かせないのが、“退院後のかかり
つけ医MAP”（図2）だ。西宮市を中心に大腿骨近位部骨折の
地域連携パス会議（西宮整形外科地域連携会）に登録して
いる診療所が地図上に色分けしてプロットされている。内訳
（2024年11月時点）は、二次性骨折予防継続管理料（3）の
届出受理医療機関が76施設、申請中・申請予定の医療機関
が5施設、届出予定はないが二次性骨折予防対象患者を引き
受けられる医療機関が7施設である。近畿厚生労働局の届出
情報が更新される度に、奥村係長が追加入力している。また、
奥村係長が情報収集して作成した“DXA可能施設リスト”も
参考にする。逆紹介先で定期的なDXA検査が可能であるか
どうかで医療連携の形が変わってくるからだ。
　医療連携のフローは
次のとおり。
・主治医に書面と口頭で
逆紹介先候補を報告する
とともに、医療ソーシャル
ワーカーが逆紹介先に受け
入れの可否を確認する。
・患者さんが希望する診療
所が退院後のかかりつけ医
MAPに未掲載の場合は、
瀧川副院長の名前で二次
性骨折予防継続管理料
（3）の届出と地域連携パス
への参加を呼び掛ける
手紙を送る。手紙は相手先
の診療料ごとに文面を少し
ずつ変えて作成し、同管理料
（3）届出用紙を同封する
など、かかりつけ医が同
管理料（3）の届出に踏み
切れるよう後押しする
内容となっている。
・患者さんに回復期病院

退院後に当該診療所を受診するように伝え、書面でも渡す。
同時に回復期病院に医療ソーシャルワーカーから逆紹介先を
連絡する。
・急性期病院退院時に、逆紹介先医療機関に診療情報提供書
をファクスする。
「若い医師は地域の医療機関との医療連携にまでなかなか
思いが及ばないので、システマティックに二次性骨折予防が
かかりつけ医まで最低限の手間でつながる仕組みが不可欠
でした」と瀧川副院長は説明する。逆紹介時には診療情報
提供書で治療内容を伝えるが、その後の治療はかかりつけ医
に一任し、半年後の西宮協立脳神経外科病院での検査で
状態が悪化しているような場合だけ見直しを行う。

大腿骨近位部骨折の約6割をかかりつけ医に逆紹介

　瀧川副院長は、かかりつけ医が二次性骨折予防継続管理料
（3）を算定できるようにきめ細かい事務的なサポートを実施
した。例えば、同管理料の届出申請書類と記入例、同院の二次性
骨折予防地域医療連携を説明する書類を連携先の診療科別
に用意して送付し、奥村係長が電話でさまざまな問い合わせに
対応した。「問い合わせでは『届出申請書の送付先が分から
ない』といった基本的な事柄への質問も多く、「お渡しする
書類の中に送付先を明記した紙を入れるなど工夫を重ねました」

と奥村係長はその一例を披露する。
　同院の地域医療連携では、かかりつけ医からの情報フィード
バックにICTツールを用いていることも特徴だ。一般社団法人 
兵庫県医師会が導入したICT情報連携ツールを活用して、
逆紹介から4カ月後、1年後の、①生存状態、②ADL（独歩、
杖歩行、伝い歩き、車いす、寝たきり）、③住居、④薬物治療の
4項目をかかりつけ医に入力してもらう。症例登録が進めば、
二次性骨折予防の治療効果を地域レベルで示すエビデンス
構築にも寄与すると期待される。

地域医療連携で重要なのは
病院医師とかかりつけ医の対話

　西宮協立脳神経外科病院と医療連携する施設の一つが、
07年に開業したおおの整形外科・リウマチ科だ。大野博史院長の
勤務医時代の専門は手の外科と関節リウマチであり、「当院の
患者さんの8割以上が65歳以上であることから、骨粗鬆症診療
に力を入れてきました」と話す。治療中の骨粗鬆症患者は
約300人で、そのうち半数が関節リウマチにも罹患しているという。
　西宮協立脳神経外科病院とは以前から医療連携を取って
いたが、22年度からは二次性骨折予防継続管理料（3）の算定
を前提とした医療連携を行うようになった。同管理料（3）は
病院側からの情報提供が不十分であると算定できないが、
「全ての医師が算定に必要な情報を漏れなく送ってくれる
ところまでは至っていませんが、西宮協立脳神経外科病院は
問い合わせをすれば迅速に答えてくれます。電話に出た職員が
誰であっても担当者からすぐに回答がありますので、病院全体
で取り組んでいることを感じます」と大野院長は述べるとともに、
地域の課題について、「骨粗鬆症の逐次療法はかかりつけ医
にも認識されてきたと思いますが、患者さんの理解が進んで
いません。患者啓発と地域としてのエビデンスを示すことが
課題です」と指摘する。

　西宮市東部に位置する林医院は、基幹病院の糖尿病専門医
として活躍した林功院長が14年に継承した診療所だ。内科
疾患を幅広く診療しているが、中でも医師、看護師、管理栄養士
など7職種からなる多職種チームによる糖尿病療養指導を特色
としている。患者さんの多くが高齢者だが、「骨粗鬆症の診断
と薬物治療開始はガイドラインに従って慎重に行っています」
と林院長は述べる。骨粗鬆症と診断した症例では治療開始時
のSDM（Shared Decision Making；共同意思決定）を徹底
し、糖尿病療養指導で培ったチーム医療で患者支援を行う
ことで治療意欲を高めている。
　数年前からは、西宮協立脳神経外科病院から維持期の
大腿骨近位部骨折患者の逆紹介を受けるようになり、二次性
骨折予防継続管理料（3）の届出も行った。最近では1～2カ月
に1件程度の頻度で二次性骨折予防の逆紹介があるという。
林院長は糖尿病の地域連携パス作成に関わった経験から、
「地域連携パスを患者さんの利益につなげるには、適正な患者
選択や患者さんに合わせた受診間隔など柔軟な運用が大切
だと思います」と指摘し、「西宮協立脳神経外科病院の地域
連携パス運用は逆紹介後の治療はかかりつけ医に任せるとの
ことなので好感が持てました」と続ける。
　さらに林院長は、「地域医療連携を円滑化するには、病院
医師とかかりつけ医が対面で十分にディスカッションできる場
を設けることも重要だと思います。医療連携を主導する医師の
情熱が伝われば、かかりつけ医も積極的に協力するでしょう」
と提言する。
　一方、22年度から新たな二次性骨折予防の地域医療連携
をスタートして1年半が経過した瀧川副院長は、「大腿骨近位部
骨折の治療後、自宅に戻った患者さんの約6割をかかりつけ医
で診療継続していただけるようになりました」と成果を語る。
また、現時点での課題として、ICT情報連携ツールを用いた
データの回収率を高めることがあると指摘し、引き続き活動
の質を高めていく構えだ。

入院時に取得するFLSの同意書図1

骨リボン（Re・Bone）運動に患者さんが参加するにあたり内容を説明し、患者さんは納得の
上で同意を示す。（瀧川直秀副院長提供）

二次性骨折予防シリーズ連携
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脆弱性骨折全例への
骨折リエゾンサービスを実現

　西宮協立脳神経外科病院整形外科は四肢、脊椎を中心と
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連携を強化し、大腿骨近位部、橈骨、上腕骨などの骨折を可能な
限り早期に手術する体制を築いています」と話す。
　2015年6月から“骨リボン（Re・Bone）運動”と名付けた多職種
による骨粗鬆症リエゾンサービスⓇを展開し、年間約400例の
脆弱性骨折（大腿骨近位部、橈骨、上腕骨、脊椎）に介入して
二次性骨折予防を図る骨折リエゾンサービス（FLS）と、外来
でスクリーニングしたハイリスク患者の初発骨折予防を実施
している。
　骨リボン運動開始から数カ月間は介入漏れの例も少なく
なかったが、医療秘書（医師事務作業補助者）が参加したこと
で状況は一変し、脆弱性骨折全例への介入が実現した。
　医療秘書課の奥村幸係長は、「主業務である外来
の補助、病棟の書類作成、退院時サマリー作成
以外にも、医師が実現したいと願う仕事を手伝い
たいと考えていました」と当時の思いを語る。
　西宮市では大腿骨近位部骨折で地域連携パスが
運用され、市内の急性期病院と回復期病院が参加する
地域連携パス会議が開催されているが、瀧川副院長は
同会議で自院のFLS活動を紹介し、回復期病院へ骨粗
鬆症治療継続への協力を求めた。骨リボン運動チーム
の医療ソーシャルワーカーが連絡役を務めて医療連携
を強化したことで、回復期病院での骨粗鬆症治療
継続率が90％近くに高まるなど、大きな成果を挙げた。

大腿骨近位部骨折では
入院時からかかりつけ医を把握

　一方で、回復期病院退院後の二次性骨折予防の
診療継続には課題が残った。
「当院外来で診療継続する場合は患者さんを電話
でフォローアップしていますが、地域のかかりつけ
医に逆紹介した場合の医療連携強化とフォローアップ
の仕組みづくりが課題でした」と瀧川副院長は語る。
年間200例を超える大腿骨近位部骨折の全例を同院
外来で診療し続けることは不可能だ。同時に、
「維持期医療機関の選定は回復期病院にお任せ
していたのですが、回復期病院には地域の診療所の
骨粗鬆症診療の情報が少なく、適切に決めることが
できない場合が多くありました」（瀧川副院長）という

問題点も浮かび上がった。
　悩んでいた時期に、22年4月の診療報酬改定で二次性骨折
予防継続管理料が新設されることが決定した。瀧川副院長
はこれを医療連携強化の機会と捉え、西宮市内の開業医を
対象に同管理料の説明会を5回開催。うち3回はリモート開催で、
各回の開催曜日を変えてできる限り多数の医療機関が参加で
きるようにした。同説明会で面談を重ねたことで、整形外科だけ
でなく内科のかかりつけ医とも顔の見える関係を築くことが
できたという。その後もかかりつけ医や介護施設を対象とした
研究会を開催し、地域医療連携への協力を呼び掛けている。
　同時に、二次性骨折予防継続管理料の算定を考慮して、
院内FLSの仕組みをつくり変えた。ポイントは、維持期の
骨粗鬆症診療を行う医療機関を同院で決めて逆紹介する
ようにしたことであり、その実務で重要な役割を担うのが
医療秘書である。
　新しいFLSの仕組みでは、次のフローで逆紹介先を決定する。
①大腿骨近位部骨折患者の入院時に救急担当医が骨折治療
の同意書と共にFLSの同意書（図1）を取得するが、同意書に

「かかりつけ医、もしくは希望される開業医」の記入欄を新設。
入院当日から逆紹介先を把握する。
②入院翌日に医療秘書がFLS同意書から必要事項を電子
カルテに入力して情報を共有する。
③週に1回、瀧川副院長と奥村係長がFLS対象患者のデータ
を電子カルテ上でチェックする“カルテ回診”と呼ぶ管理業務
を実施。逆紹介先が未定の対象患者はこの場で決定する。

“退院後のかかりつけ医MAP”
などを基に逆紹介先を決定する

　逆紹介先を決定する際に欠かせないのが、“退院後のかかり
つけ医MAP”（図2）だ。西宮市を中心に大腿骨近位部骨折の
地域連携パス会議（西宮整形外科地域連携会）に登録して
いる診療所が地図上に色分けしてプロットされている。内訳
（2024年11月時点）は、二次性骨折予防継続管理料（3）の
届出受理医療機関が76施設、申請中・申請予定の医療機関
が5施設、届出予定はないが二次性骨折予防対象患者を引き
受けられる医療機関が7施設である。近畿厚生労働局の届出
情報が更新される度に、奥村係長が追加入力している。また、
奥村係長が情報収集して作成した“DXA可能施設リスト”も
参考にする。逆紹介先で定期的なDXA検査が可能であるか
どうかで医療連携の形が変わってくるからだ。
　医療連携のフローは
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・主治医に書面と口頭で
逆紹介先候補を報告する
とともに、医療ソーシャル
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切れるよう後押しする
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退院後に当該診療所を受診するように伝え、書面でも渡す。
同時に回復期病院に医療ソーシャルワーカーから逆紹介先を
連絡する。
・急性期病院退院時に、逆紹介先医療機関に診療情報提供書
をファクスする。
「若い医師は地域の医療機関との医療連携にまでなかなか
思いが及ばないので、システマティックに二次性骨折予防が
かかりつけ医まで最低限の手間でつながる仕組みが不可欠
でした」と瀧川副院長は説明する。逆紹介時には診療情報
提供書で治療内容を伝えるが、その後の治療はかかりつけ医
に一任し、半年後の西宮協立脳神経外科病院での検査で
状態が悪化しているような場合だけ見直しを行う。

大腿骨近位部骨折の約6割をかかりつけ医に逆紹介

　瀧川副院長は、かかりつけ医が二次性骨折予防継続管理料
（3）を算定できるようにきめ細かい事務的なサポートを実施
した。例えば、同管理料の届出申請書類と記入例、同院の二次性
骨折予防地域医療連携を説明する書類を連携先の診療科別
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対応した。「問い合わせでは『届出申請書の送付先が分から
ない』といった基本的な事柄への質問も多く、「お渡しする
書類の中に送付先を明記した紙を入れるなど工夫を重ねました」

と奥村係長はその一例を披露する。
　同院の地域医療連携では、かかりつけ医からの情報フィード
バックにICTツールを用いていることも特徴だ。一般社団法人 
兵庫県医師会が導入したICT情報連携ツールを活用して、
逆紹介から4カ月後、1年後の、①生存状態、②ADL（独歩、
杖歩行、伝い歩き、車いす、寝たきり）、③住居、④薬物治療の
4項目をかかりつけ医に入力してもらう。症例登録が進めば、
二次性骨折予防の治療効果を地域レベルで示すエビデンス
構築にも寄与すると期待される。

地域医療連携で重要なのは
病院医師とかかりつけ医の対話

　西宮協立脳神経外科病院と医療連携する施設の一つが、
07年に開業したおおの整形外科・リウマチ科だ。大野博史院長の
勤務医時代の専門は手の外科と関節リウマチであり、「当院の
患者さんの8割以上が65歳以上であることから、骨粗鬆症診療
に力を入れてきました」と話す。治療中の骨粗鬆症患者は
約300人で、そのうち半数が関節リウマチにも罹患しているという。
　西宮協立脳神経外科病院とは以前から医療連携を取って
いたが、22年度からは二次性骨折予防継続管理料（3）の算定
を前提とした医療連携を行うようになった。同管理料（3）は
病院側からの情報提供が不十分であると算定できないが、
「全ての医師が算定に必要な情報を漏れなく送ってくれる
ところまでは至っていませんが、西宮協立脳神経外科病院は
問い合わせをすれば迅速に答えてくれます。電話に出た職員が
誰であっても担当者からすぐに回答がありますので、病院全体
で取り組んでいることを感じます」と大野院長は述べるとともに、
地域の課題について、「骨粗鬆症の逐次療法はかかりつけ医
にも認識されてきたと思いますが、患者さんの理解が進んで
いません。患者啓発と地域としてのエビデンスを示すことが
課題です」と指摘する。

　西宮市東部に位置する林医院は、基幹病院の糖尿病専門医
として活躍した林功院長が14年に継承した診療所だ。内科
疾患を幅広く診療しているが、中でも医師、看護師、管理栄養士
など7職種からなる多職種チームによる糖尿病療養指導を特色
としている。患者さんの多くが高齢者だが、「骨粗鬆症の診断
と薬物治療開始はガイドラインに従って慎重に行っています」
と林院長は述べる。骨粗鬆症と診断した症例では治療開始時
のSDM（Shared Decision Making；共同意思決定）を徹底
し、糖尿病療養指導で培ったチーム医療で患者支援を行う
ことで治療意欲を高めている。
　数年前からは、西宮協立脳神経外科病院から維持期の
大腿骨近位部骨折患者の逆紹介を受けるようになり、二次性
骨折予防継続管理料（3）の届出も行った。最近では1～2カ月
に1件程度の頻度で二次性骨折予防の逆紹介があるという。
林院長は糖尿病の地域連携パス作成に関わった経験から、
「地域連携パスを患者さんの利益につなげるには、適正な患者
選択や患者さんに合わせた受診間隔など柔軟な運用が大切
だと思います」と指摘し、「西宮協立脳神経外科病院の地域
連携パス運用は逆紹介後の治療はかかりつけ医に任せるとの
ことなので好感が持てました」と続ける。
　さらに林院長は、「地域医療連携を円滑化するには、病院
医師とかかりつけ医が対面で十分にディスカッションできる場
を設けることも重要だと思います。医療連携を主導する医師の
情熱が伝われば、かかりつけ医も積極的に協力するでしょう」
と提言する。
　一方、22年度から新たな二次性骨折予防の地域医療連携
をスタートして1年半が経過した瀧川副院長は、「大腿骨近位部
骨折の治療後、自宅に戻った患者さんの約6割をかかりつけ医
で診療継続していただけるようになりました」と成果を語る。
また、現時点での課題として、ICT情報連携ツールを用いた
データの回収率を高めることがあると指摘し、引き続き活動
の質を高めていく構えだ。

西宮協立脳外病院

退院後のかかりつけ医MAP図2

（瀧川直秀副院長提供資料をアステラス製薬株式会社一部改変）
二次性骨折予防の地域連携に参加する診療所を色分けし、ひと目で把握できるようにしている。

二次性骨折予防シリーズ連携
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脆弱性骨折全例への
骨折リエゾンサービスを実現

　西宮協立脳神経外科病院整形外科は四肢、脊椎を中心と
する運動器疾患全般を診療し、得意分野である骨折治療は
大腿骨近位部骨折だけで年間200例以上の手術実績がある。
瀧川直秀副院長は、「早くから麻酔科や看護師などとの院内
連携を強化し、大腿骨近位部、橈骨、上腕骨などの骨折を可能な
限り早期に手術する体制を築いています」と話す。
　2015年6月から“骨リボン（Re・Bone）運動”と名付けた多職種
による骨粗鬆症リエゾンサービスⓇを展開し、年間約400例の
脆弱性骨折（大腿骨近位部、橈骨、上腕骨、脊椎）に介入して
二次性骨折予防を図る骨折リエゾンサービス（FLS）と、外来
でスクリーニングしたハイリスク患者の初発骨折予防を実施
している。
　骨リボン運動開始から数カ月間は介入漏れの例も少なく
なかったが、医療秘書（医師事務作業補助者）が参加したこと
で状況は一変し、脆弱性骨折全例への介入が実現した。
　医療秘書課の奥村幸係長は、「主業務である外来
の補助、病棟の書類作成、退院時サマリー作成
以外にも、医師が実現したいと願う仕事を手伝い
たいと考えていました」と当時の思いを語る。
　西宮市では大腿骨近位部骨折で地域連携パスが
運用され、市内の急性期病院と回復期病院が参加する
地域連携パス会議が開催されているが、瀧川副院長は
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鬆症治療継続への協力を求めた。骨リボン運動チーム
の医療ソーシャルワーカーが連絡役を務めて医療連携
を強化したことで、回復期病院での骨粗鬆症治療
継続率が90％近くに高まるなど、大きな成果を挙げた。

大腿骨近位部骨折では
入院時からかかりつけ医を把握

　一方で、回復期病院退院後の二次性骨折予防の
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医に逆紹介した場合の医療連携強化とフォローアップ
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できない場合が多くありました」（瀧川副院長）という

問題点も浮かび上がった。
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各回の開催曜日を変えてできる限り多数の医療機関が参加で
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でなく内科のかかりつけ医とも顔の見える関係を築くことが
できたという。その後もかかりつけ医や介護施設を対象とした
研究会を開催し、地域医療連携への協力を呼び掛けている。
　同時に、二次性骨折予防継続管理料の算定を考慮して、
院内FLSの仕組みをつくり変えた。ポイントは、維持期の
骨粗鬆症診療を行う医療機関を同院で決めて逆紹介する
ようにしたことであり、その実務で重要な役割を担うのが
医療秘書である。
　新しいFLSの仕組みでは、次のフローで逆紹介先を決定する。
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「かかりつけ医、もしくは希望される開業医」の記入欄を新設。
入院当日から逆紹介先を把握する。
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を電子カルテ上でチェックする“カルテ回診”と呼ぶ管理業務
を実施。逆紹介先が未定の対象患者はこの場で決定する。

“退院後のかかりつけ医MAP”
などを基に逆紹介先を決定する
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どうかで医療連携の形が変わってくるからだ。
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入れの可否を確認する。
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MAPに未掲載の場合は、
瀧川副院長の名前で二次
性骨折予防継続管理料
（3）の届出と地域連携パス
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手紙を送る。手紙は相手先
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など、かかりつけ医が同
管理料（3）の届出に踏み
切れるよう後押しする
内容となっている。
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